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１．はじめに
日本における教員研修の体系は、教員研修セ
ンターが実施する国レベルの研修、都道府県教
育委員会が実施する研修、市町村教育委員会が
実施する研修という３つに大別できる。国レベ
ルの研修は、「各地域で学校教育において中心
的な役割を担う校長・教頭等の教職員に対する
学校管理研修」、「喫緊の重要課題について、地
方公共団体が行う研修等の講師や企画・立案等
を担う指導者を養成するための研修」、「地方公
共団体の共益的事業として委託等により例外的
に実施する研修」に区別できる。［１］
2011（平成23）年度から必修化される小学
校外国語活動のための教員研修は、国が行う教
員研修センターの研修の中で「喫緊課題の指導
者研修」［２］と位置づけられている。文部科
学省の示した今回の研修の構想は、これに続く
研修を含め文部科学省主導の伝達講習という形
で3段階に計画されており、この中央研修、中
核教員研修、校内研修と伝達されていく。中央
研修は指導者の養成研修であり、各都道府県か
らの指導主事を中心とした数人の受講者は、研
修後各県において各小学校から１名ずつ選出さ
れた教員（中核教員）に対して、中核教員研修
を行う。中核教員は自身の小学校において講師
となり、校内研修を2008（平成20）・2009
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（平成21）年度の２年間に合計30時間行うとい
うのが全体計画である。
しかし、伝達講習で行われるこの研修計画に
は様々な課題が含まれている。文部科学省の予
定どおり末端の各小学校において研修が行われ
るためには、それらの課題の解決が不可欠であ
る。本稿では、一連の小学校外国語活動におけ
る教員研修の問題点を明らかにし、最終的に学
級担任の負担がより軽減されて外国語活動を行
えるようにするための有効な研修について考察
する。
２．中央研修
2.1 2008（平成20）年度の中央研修
前年に続き２回目となる中央研修は、独立行
政法人教員研修センターの主催で名称を「平成
20年度小学校における英語活動等国際理解活動
指導者養成研修～小学校における外国語活動の
充実に向けて～」、目的を「外国語活動（英語
活動）を担当する指導者主事等に対して、研修
の意義や役割、校内研修の運営方法、学級担任
の役割、教材作成の方法等について、必要な知
識等を修得させ、各地域において本研修内容を
踏まえた研修の講師等としての活動や各学校へ
の指導・助言等が、受講者により行われること
を目的とする。」として実施された。国として
外国語活動の教育内容と方針について全国的な
基準を設定し提示した、根幹となる研修といえ
る。研修内容は表１のとおりである。［３］
研修は全国を表２のように５ブロックに分
け、全国５か所の会場において５日間の開催で、
10月６日から11月21日までにそれらを終了す
るという集中的日程で実施された。
受講資格は、「教育委員会の指導主事及び教
育センターの研修担当主事並びにそれに準じる
者で、上記目的を踏まえた役割を担う予定であ
る者」とされ、推薦人数は「各都道府県（中核
市分を含む。）においては４名以上、各指定都
24
表１　2008（平成20）年度中央研修内容 
日 
 
１ 
 
 
２ 
 
 
 
３ 
 
 
 
４ 
 
 
５ 
　　　 種別 
課題協議１ 
課題協議２ 
課題協議３ 
課題協議４ 
課題協議５ 
課題協議６ 
課題協議７ 
事例発表 
演習１ 
演習２ 
演習３ 
演習４ 
演習５ 
演習６ 
発表 
指導助言・講評 
 
　　　　　　　　　　　　　　  研修内容 
小学校における外国語活動の在り方 
小学校における外国語活動の基本理念と言語習得理論等 
地方自治体における小学校外国語活動とその課題・体制の構築 
小学校外国語活動における国際理解のあり方 
研修における発音等音声指導のあり方 
クラスルームイングリッシュ 
小学校外国語活動における様々なコミュニケーション活動等 
学級経営の視点で捉えた小学校外国語活動・校内研修の実際 
TTでのコニュニケーション活動１ 
TTでのコニュニケーション活動２ 
様々な外国語活動１（『英語ノート』の活用） 
様々な外国語活動２（『英語ノート』の活用） 
マイクロティーチング（指導案作成） 
マイクロティーチング（指導案作成、発表の準備） 
発表（グループごと） 
研修講師となるために 
 
市においては３名以上」と制限された。［４］
文部科学省独立行政法人評価委員会初等中等
教育分科会　教員研修センター部会による「独
立行政法人教員研修センターの平成20年度に係
る業務の実績に関する評価」［５］によれば、
受講者数は357名、研修内容・方法・研修環境
等についてのアンケート調査で研修が有意義と
回答したのは、99.2％であった。また前年度で
ある平成19年度の同研修の受講者293人に行わ
れた、研修成果の活用状況に関するアンケート
調査の結果、「各地域で研修講師としての役割
を担っている」と回答したのは、回収数278人
中272人で92.8％を占めた。平成19年度の研修
は１回目の中央研修にあたり、受講者は研修後
全国的に数少ない外国語活動の専門家として、
各県で指導的役割を果たしたといえる。
各県で外国語活動の中核教員研修における指
導者養成のために２年間の予定で行われたこの
中央研修であったが、外国語活動自体が全く新
しく創り出された教育活動であることに加え、
一般に指導主事の多くは日常的に自らの専門外
の科目を含む複数科目を担当しており、受講し
た指導主事は必ずしも英語の教員免許を持って
いるとは限らないことを考慮すると、この５日
間の研修は十分であったといえるだろうか。ま
た、各県からの受講者も数人ずつと極めて少な
く、当初予定の２年間での中核教員研修を行う
に十分であったか疑問が残るところである。
また最終的な研修の場である校内研修は、
2008(平成20)・2009（平成21）の２年間で30
時間という予定通りに進んでいるとはいえず、
2008（平成20）年に中核教員研修を実施した
のは45都道府県、移行措置期間中に中核教員研
修以外の教員研修の実施を計画しているのは、
29都道府県に止まっていることが報告されてい
る。［６］全面実施に向けて、今年度と来年度
の２年間の研修の充実が望まれる。
2.2 2009（平成21）年度の中央研修
当初の予定での中央研修は2007（平成19）
年度と2008（平成20）年度の２年間とされて
いたが、実際には2009（平成21）年度も前年
度までと同様に５ブロックに分けて計画されて
いる。教員研修センターによれば、この研修は
当初予定されていた国の研修とは異なり、開催
の要望を受けてセンター自身が昨年から計画し
ていた研修とのことである。
その他前年度までと異なる点は、実施要項に
よれば日程が５日間から３日間になったこと、
受講資格が「都道府県・指定都市・中核市教育
委員会の指導主事及び教育センターの研修担当
主事並びにそれに準じる者」と「小学校及び特
別支援学校の教諭等であって、各地域において
本研修内容を踏まえた研修の講師及び小学校に
おける外国語活動推進の指導者として活動を行
う者」［７］となり、指導主事以外の小学校及
び特別支援学校の教諭等も受講できるようにな
っていることである。また、教員研修センター
のウェブサイトにおける「参加者」の表記は、
指導主事に加えて「小学校の校長、副校長、教
頭、主幹教諭、指導教諭及び教諭であって、小
学校における英語活動等国際理解活動拠点校及
25
表２　中央研修のブロック分けと日程 
回 
１ 
２ 
３ 
月 
 
10
日（期間） 
６～10 
20～24 
27～31
ブロック名 
近畿・中国 
北海道・東北 
関東・甲信越 
都道府県数 
11 
7 
10
ブロック名 
東海・北陸 
四国・九州 
都道府県数 
7 
12
回 
４ 
５ 
月 
11
日（期間） 
10～14 
17～21
2.3 中央研修内容の変化
2009（平成21）年度の日程表からみる研修
内容は、次のとおりである。
び地域における中核教員研修を受講した教員な
ど、小学校外国語活動を推進する指導者や研修
講師としての活動を予定している者」［８］と
されており、教員免許更新講習の対象にもなっ
ている。受講者資格と人数の制限を緩め、指導
的立場の教員の裾野を広げようとする意図がみ
える。
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表３　2009（平成21）年度　中央研修内容 
日 
 
１ 
日 
目 
 
 
 
２ 
日 
目 
 
 
３ 
日 
目 
 
 
　種別 
課題協議１ 
 
班別演習１ 
 
課題協議２ 
 
課題協議３ 
 
　　－ 
演習１ 
演習２ 
演習３ 
事例協議 
班別演習２ 
班別演習３ 
意見交換 
質疑応答 
　　　　　 名　　称 
小学校における外国語活動の在り方 
 
外国語活動を推進する上での課題 
 
外国語活動を円滑に進めるために 
 
コミュニケーション活動の在り方 
 
研修用DVDの活用について 
外国語活動の授業実践１ 
外国語活動の授業実践２ 
外国語活動の授業実践３ 
先進校における授業実践 
具体的な授業実践１ 
具体的な授業実践２ 
研修講師となるために 
　　　　　　　　　　目　　的 
小学校外国語活動の全体像（外国語活動が求められた背景、
意義、地域における課題、国際理解等）について理解する。 
個々の情報の交換により、外国語活動を推進する上での課題
を明らかにし、その解決方法を探りながら課題を整理する。 
外国語活動を推進する上で生じる様々な課題に対しての具
体的な解決方法を理解する。 
外国語活動の目標にあるコミュニケーション能力の素地を養う
方法について言語習得理論を踏まえながら、理解を深める。 
　　　　　　　　　　　　－ 
電子黒板等を利用した『英語ノー ト』の活用や歌・チャンツ等
の指導、TTの指導とクラスルームイングリッシュ、年間活動計
画や指導案作成について役立つ知識・方法を得る。 
先進校の授業を知り、自校の取組に生かす。 
実際に英語ノー トを利用した授業を行うことで、課題を発見する。 
優れた実践事例を知ることで、自分の実践を振り返る。 
研修講師となるための知見を深める。 
 
日程を見る限り、これまでの中央研修で行わ
れた、音声指導の在り方/クラスルームイング
リッシュ、言語習得理論、効果的な校内研修方
法、TTでのコミュニケーション活動、様々な
英語活動（歌・チャンツ、国際理解）等の研修
項目がみられず、代わりに外国語活動を円滑に
推進するために情報交換をし、課題を明らかに
して解決方法を探る内容、電子黒板の利用法、
『英語ノート』の授業実践などが加えられてい
る。また、中核教員への指導者養成が第一の目
的であった前年までの研修は、指導者になるた
めの視点に力点が置かれていたが、今年度は受
講対象者も広がっていることもあり、内容から
みるとその趣旨は緩やかになっている。受講者
に課されている提出課題も「外国語活動を推進
する上での課題とその改善方策」と「具体的な
授業実践」になっており、移行措置期間として
始まった外国語活動の経験を踏まえた内容に変
わってきていると確認できる。
３．中核教員研修
3.1 都道府県等による中核教員研修
中央研修を受けて、各都道府県において中核
教員研修が行われているが、その内容や方法は
それぞれ異なっている。以下いくつかの例を挙
げる。
（1）愛知県の例
愛知県の研修は国の計画より１年遅れで
2009（平成21）・2010（平成22）年度に、県
の指導者研修と市町村での中核教員研修とに細
分化されて行われる。その理由は「愛知県は小
学校数が多いので、各校から１名の中核教員を
一箇所に集めて研修をすることが難しく、また、
市町村によって外国語活動への取組の度合いが
異なっていることもある。［９］」とされる。
2009（平成21）年度の県の中核教員研修は、
約60の市町村から各２名程度、計120名の参加
で 5月22日と７月７の２日間、表４の内容で行
われた。［10］市町村での中核教員研修におけ
る指導者養成研修ということになる。愛知県は、
国の３段階の伝達講習ではなく、このように４
段階の伝達講習が行われる。研修で使用された
プレゼンテーションデータは、参加者に配布さ
れたが、愛知県教育委員会の「小学校外国語活
動活用サイト」でもダウンロード可能となって
いる。
県の研修を受けて、豊田市教育委員会では
「平成21年度小学校外国語活動推進者研修会」
を６月と７月（夏休み期間中）に行った。第１
回研修会は、表４にある「小学校における外国
語活動の在り方」と「英語ノートを使った授業
の実際」の伝達講習、第２回は「マイクロティ
ーチングについて」で英語ノートのレッスンプ
ラン（指導案例）を準備し、グループで教師役
と生徒役になって発表を行う内容であった。対
象者は、豊田市内全小学校（76校）と豊田養護
学校から各校１名ずつで、いわゆる中核教員の
ことを「外国語活動推進者」という名称として
いる。各校からの推進者は、元拠点校で英語活
動を中心となって推進してきたベテラン教員や
教務主任から教員経験の少ない若手教員も含ま
れている。［11］
三好町では夏休み期間中に、町の教育委員会
主導で町内８小学校から２名ずつの中核教員が
参加して２日間行われた。１日目は発音・クラ
スルームイングリッシュの自己研修、TTでの
コニュニケーション活動、英語ノートを使った
授業の実際、２日目はデジタル教材の活用、マ
イクロティーチング指導案作成と発表となって
おり、ほぼ表３のとおりの内容となっている。
（2）岐阜県の例
岐阜県教育長の発表［12］によると岐阜県教
育委員会は、2011（平成23）年度の全面実施
に向けて、2008（平成20）年度からの３年間
の年次構想を、それぞれ１年目は「趣旨等の周
知」をして「イメージ化」をはかり、２年目は
「目標・内容を知って、試行」をして「共有」
し、３年目は「目標・内容を知って、具現」す
る年度と位置づけている。中核教員養成研修は、
各小学校から選出された中核教員１名を対象
27
表４　愛知県による県の指導者研修内容 
回 
１ 
 
２ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修内容 
小学校における外国語活動の在り方・外国語活動の指導法と校内研修の在り方・発音・クラスルームイン 
グリッシュの自己研修・英語ノートを使った授業の実際・TTでのコミュニケーション活動 
ICTを活用した授業の展開・マイクロティーチング（指導案作成・発表）・優れた研修講師となるために 
に、英語の教育特区である岐阜市を除く地域を
飛騨、美濃、可茂、東濃、西濃、岐阜の６地区
に分け、2008（平成20）・2009（平成21）年
度の２年間、地区ごとに全３回の日程で開催さ
れている。2008（平成20）年度以前は、岐阜
市にある総合教育センターで研修が行われてい
たが、参加者の利便を考慮して地域ごとの開催
に変更された。［13］中央研修においても全国
を５ブロックに分けて５か所で開催されたが、
都道府県教育委員会が行う中核教員（養成）研
修においても、各教委によって状況は異なるが、
参加者の利便と交通費や宿泊費等の経費を考慮
すると、開催地を県庁所在地等のみに集中させ
るのではなく、地区ごとの開催が望ましい場合
もあると考えられる。岐阜県の場合、旅費は県
の事業費で対応している。［14］
岐阜県の2008（平成20）・2009（平成21）
年度における中核教員養成研修の内容は、表５
に示したとおりである。両年度を比較すると、
本年度は実施時期が年度当初からの開始となり
早まっていること、前年度に同研修を受講済み
の者は参加対象になっていないため［15］内容
全体は大きな違いはないものの、第１回目から
英語ノートの活用が取り上げられ、より実践的
になっていること、第３回は会場を地区内の小
学校とし、実践研究会として授業視察と交流が
計画されると同時に校内研修の充実等も取り上
げられ、校内研修へつないでいく配慮もされて
いる。各学校における研修については、「授業
をもとにした研修」が計画されており、研修計
画を来年度へ向けて改善し完成させていく方向
性が感じられる。
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表５　岐阜県教育委員会による研修 
　 
月 
４ 
５ 
 
６ 
７ 
 
８ 
 
 
９ 
10 
11 
 
12 
 
 
１ 
 
２ 
３ 
 
各校の研修内容 
方向確認 
実践 
 
教材分析 
 
 
 
指導計画の作成 
 
 
実践 
 
 
授業研究 
 
 
 
指導計画の改善 
 
指導計画の完成 
 
　　　　　2008（平成20）年度 
　　　　　中核教員養成研修 
― 
― 
 
― 
― 
第１回ALTを交えた「サマ ワーー クショップ研修」 
小学校における外国語活動の在り方 
クラスルームイングリッシュ 
歌とチャンツ　ティー ム・ティー チング等 
― 
第２回拠点校区ごとの「実践交流会」における
授業参観・協議 
（コミュニケーション活動の素地を養う外国語
活動の指導の在り方について） 
 
第３回「英語ノー トの活用」を中心にした「実践
型研修」 
― 
― 
　　　　　　　　　　2009（平成21）年度 
　　　　　　中核教員養成研修 
第１回（英語活動実践研修会） 
外国語活動の基本理念・校内研修の実施について 
英語ノー トの活用　I・II 
― 
― 
第２回（サマ ワー クーショップ研修） 
クラスルームイングリッシュの効果的な使い方 
校内研修における音声指導の在り方 
TTでのコミュニケ シーョン活動の在り方 
― 
― 
第３回（地域ごとの実践研究会） 
外国語活動の授業視察と交流・小学校における 
外国語活動の在り方・指導方法の工夫改善 
各学校における校内研修の充実の仕方 
 
― 
― 
― 
注）［12］［13］［15］を編集して作表 
上記中核教員研修に加えて、岐阜県総合教育
センターでは2009年度研修講座の中に「小学
校外国語活動実践力向上講座～みんなで体験！
小学校外国語活動！～」を「小学校・中学校・
特別支援学校・高等学校の小学部において外国
語活動に興味がある教員（講師を含む）」を対
象に、また、専門研修のイブニング講座に「こ
れは楽しい！クラスルーム・イングリッシュで
Go!～英語に不安のある先生、英語活動をはじ
めて指導される先生、大歓迎～」を「外国語活
動の授業に携わっている教員（講師を含む）」
を対象として開講している。［16］
岐阜県教育委員会は外国語活動のウェブサイ
ト「WELCOME to 外国語活動WORLD」を開
設しており、「外国語活動について」と「すぐ
に役立つ内容」で多くの資料を提供している。
［17］
（3）神奈川県の例
神奈川県立総合教育センターが行っている
「小学校英語中核教員養成研修講座」の2008
（平成20）・2009（平成21）年度の研修シラバ
ス［18］［19］によると、神奈川県教育委員会
の中核研修は、４日間で今年度の日程は６月、
７～８月（３回開催）、９～11月（県内10ヵ所）、
２月（２回開催）、開催場所は３回目を除いて
藤沢市にある同センターで行われ、講師は元文
部科学省教科調査官、大学教授、センター所員、
指導主事となっている。研修内容は、表６のと
おりで2008（平成20）年度と2009（平成21）
に日程表上での変更はみられない。
センターの研究成果物として、「小学校英語
教材集」「小学校英語活動15 －子どもたちの
積極的にコミュニケーションを図ろうとする態
度を育成するために－」「はじめよう楽しい英
語活動　－小学校英語活動　進め方のヒン
ト－」が発行されており、センターサイト内の
「小学校英語活動のページ」［20］でダウンロー
ドでき、利便性が高い。外国語活動全般につい
て詳しく解説されており、中核研修後、校内研
修が行われるまでの間も誰もが活用できる有効
な資料といえる。
（4）京都市の例
京都市では、中核教員にあたる英語活動リー
ダーが、180校の小学校の学校長から指名され
て「英語活動リーダー養成研修」を受講する。
研修内容は主に理論・体験・教室英語の３種類
で　①外国語活動の理念、なぜ英語活動をする
のかという理論について学ぶ　②指導主事が先
生役、教師が生徒役で授業を経験してイメージ
をつかみ、具体的なイメージができたら指導案
を書いて実際に授業をする　③英語の授業を受
ける。ALTのと打ち合わせの練習も行う。
この教委主催の研修とは別に２種類の研修が
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表６　神奈川県による中核教員研修内容 
回 
 
１ 
 
２ 
３ 
４ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研修内容 
研修の目的と進め方について（オリエンテ シーョン）・小学校英語の現状と今後の方向性について（講義） 
小学校英語活動の推進を図る校内体制の充実について（実践報告）・小学校外国語活動の指導と実践（講義） 
各学校における取組について（協議） 
児童の実態に即した指導法と教材作成（講義・演習）・校内研修の充実（講義・演習） 
クラスルームイングリッシュの活用と指導の工夫（講義・実習）・カリキュラムづくりと指導の工夫（講義・演習） 
さまざまな活動と指導の工夫（講義・演習） 
小学校英語活動の充実に向けての諸課題と今後の展望（講義）・これまでの実践と今後の校内研修について（講義・協議） 
ある。市内に10校ある英語活動拠点校を中心に
９ブロックに分け、それぞれ年２回研究授業を
実施する。また京都市総合教育センターで理論
研修、英語活動体験、教室英語等の研修が行わ
れている。学校としてまとめて参加することも
認めており、２年間で30時間の研修の一部とす
ることができる。本来は校内研修での行われる
べきところを、各校で時間捻出が難しい場合を
考慮している。教室英語の研修は年９回、計
810分実施している。［21］
このように京都市では、中核教員を対象とし
た研修と同時並行で中核教員以外の教員を対象
とする研修を多く行うことによって、研修に幅
を持たせ補完し合い、校内研修の軽減につなが
るようにもしている。
3.2 中核教員
中核教員は、伝達講習による連続した研修の
中にあって、それぞれの勤務する学校において
本来ならば指導主事が行うべき外国語活動の導
入のための緊急かつ重要な役割を負わされてい
る。校内研修の計画を立案する中心に立ち、そ
こでの講師の役割も担っている。外国語活動導
入の上で極めて重要な立場を占めている。
（1）中核教員はどういう人がなっているか
松川［12］によると、岐阜県における2008
（平成20）・2009（平成21）年度中核教員年齢
層は、表７のとおりである。40代の割合はほぼ
変わらないが、2008（平成20）年度は50代が
22.6％であったのが、2009（平成21）年度で
は16.5％に減少し、その分が20代と30代の増
加になっている。より若い中核教員が増えてい
る。
また、中核教員の専門指導教科については、
表８のとおり英語以外が70％前後を占めてい
る。一般に小中両方の教員免許を取得している
のは教員養成課程出身者が多いが、全国で40万
人を超える小学校教員のうち、中学の英語免許
所持者の割合は、公立小学校で3.7％、私立小学
校で4.0％、附属小学校で1.9％である［22］で
あることと比較すると、岐阜県の中核教員のう
ち英語が専門指導教科である割合はとても高
い。英語免許所持者などを中心に中核教員にな
っていることがうかがえる。英語専門の教員が
校内で指導的立場になることが多いようだが、
その場合はそうでない教員に対する配慮が求め
られることもある。
（2）中核教員が抱える問題
松川の発表［12］による、岐阜県において
2008（平成20）年度に現職研修を行った中核教
員の感想には次のようなものが挙げられている。
・担任がT1として行うことに温度差や抵抗が
ある
・苦手意識がある
・技能中心に考えられがち
・準備がたいへん
・研修イメージを伝えにくい
・追い込まれることも必要
・やってみたら案外できそう
・打ち合わせの時間を活用
・職員が前向きでよい
・初めて知ることが多くて、自分が勉強になる
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英語 
31.8 
26.2
英語外 
68.2 
73.8
表８　岐阜県中核教員の専門指導教科 
単位：％ 
 
2008（平成20）年度 
2009（平成21）年度 
表７　岐阜県中核教員年齢層 
単位：％ 
 
2008（平成20）年度 
2009（平成21）年度 
20代 
17.2 
20.8
30代 
21.7 
24.1
40代 
38.5 
38.6
50代 
22.6 
16.5
愛知県のK小学校の中核教員からの直接の聞
き取り調査によれば、自らが講師となり県の研
修で使われたパワーポイント資料を用いて校内
研修を行ったが、次のような意見が出され、自
分ではうまく解決できなくて困っているとのこ
とであった。
・早期英語教育と小学校外国語活動の違いが
わかりにくい
・英語ノートの内容が難しく児童が英語嫌い
になるのではないか
・中学の英語との違いがわからない
・研究授業はともかく普通の授業で同程度の
準備は無理
・ALTとの打ち合わせの時間が確保できない
ので指導案通りに行うのは難しい
・授業内容の導入の方法がわかりにくい
・IT教材は便利だが毎時間接続するのが大変
・児童がわからないことは先にわからせてか
ら指示を出したいのにわからないまま聞か
せるのは英語嫌いを作る
・ALTにまかせておけばよい
・組織をどうやって作ればよいのか
・ALTが嫌がるが英語ノートを使わないとい
けないのか
・他教科の方が大切で、外国語活動なんてや
らなくてよい
他の中核教員からは、次のような場合も挙げ
られている。
・すんなり受け入れられる先生はよいが、英
文科等出身の先生の中には自身やプライド
があって外国語活動の目標や内容を把握せ
ずに不平を言うので困る
中核教員の中には、校内で外国語活動の研修
の責任を負い、悩みを抱えている教員がいる。
中には校内で孤立し相談者がいない状況も生ま
れている。中核教員一人が責任を抱え込んで、
外国語活動について悩んでしまうことがないよ
うに校内環境を整える必要がある。
（3）中核教員にとって重要な校内環境
中核教員にとっては、次のような環境が校内
研修での役割を果たす上で重要であり、そうで
ない場合、悩みの原因になっていることがある。
①小学校の管理職が外国語活動についてどう
考えているか
②校内に外国語活動推進の組織があって機能
しているか
③校内の教職員に外国語活動に対する前向き
の共通理解があるか
④中核教員自身が外国語活動について、校内
で講師として十分な知識と（できれば）経
験があるか
⑤中核教員自身の校内での講師として受け入
れられる環境にあるか
松川［12］によれば、岐阜県の小学校におけ
る、外国語活動のための校内組織の状況は以下
のとおりである。前年度に比べて増えてはいる
ものの、まだ組織のある学校は半分以下という
現状となっている。このことは、中核教員がな
かなか動きにくい状況を生み出すことにもな
る。
上記の問題は当然のことながら、中核教員自
身にすべて原因があるのではない。校長をはじ
めとする管理職のリーダーシップ次第だといえ
る。校長が学校経営の中で、外国語活動をどう
位置付け、校内組織を確立し、適任の中核教員
を選ぶのかが問われる問題だといえる。
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表９　岐阜県校内組織の有無 
単位：％ 
 
2008（平成20）年度 
2009（平成21）年度 
ある 
26.0 
41.0
ない 
74.0 
35.5
わからない 
0 
22.9
無回答 
0 
0.6
（4）中核教員研修に求められるもの
前述のとおり、中核教員は校内研修の計画を
立案する中心に立ち、そこでの講師の役割も担
っている。その役割を果たすための自己研鑽も
必要だが、それだけで解決ができる問題ではな
い。中核教員に大きな責任を負わせるのである
ならば、教育委員会による中核教員研修はそれ
に対して十分なものでなくてはならない。
中核教員研修には確かに校内研修のための内
容も含まれているが、この全く新しい活動であ
る外国語活動について、校内の教職員に対して
その背景・意義・在り方から始まるすべてを伝
え、理解を求め、まだ確立されているとはいえ
ない外国語活動の指導方法を伝えることまで求
めるのは、かなり重い役割と感じざるを得ない。
中核教員を立てての伝達講習以外に方法はなか
ったのだろうか。つまり、校内研修で行われよ
うとしていることは、同僚教員からの伝達によ
って済まされる範囲を超える重大な内容を含ん
でいると考えられるのである。
個々の研修項目についても、日程的制限もあ
り、かいつまんだ研修内容となっているため、
十分な理解と校内での質問に答えられるほどの
理解と実力が身につくかどうかは不明である。
英語を教えるのではなく、コミュニケーション
活動を行うという面でも、まずは英語を使って
のコミュニケーションであり、研修内容には英
語の専門的な知識も含まれている。音声重視と
いう面でも、音声が重視された英語教育をほと
んどの教員は、中核教員もそうでない教員も自
ら経験したことはなく、イメージさえ浮かばな
いであろう。多くの中核教員は、様々な不安や
困難を感じていると思われる。
また、必要に応じて、校内研修における講師
には各校の中核教員以外の、指導主事をはじめ
とする人材の活用が求められる。すでに、中央
研修で講師を務めた先生を招いての中核教員研
修を行っている県教委もある。拠点校のベテラ
ン教員や外国語活動に精通した大学教員などを
講師としている研修もあり、中核教員の負担の
軽減になると思われる。校内では校長の推進に
対するリーダーシップと、校内全体の共通理解
と校内組織による協力体制が必須条件といえる
が、それに加えて研修後の中核教員同士のネッ
トワークや教育委員会のサポート体制も必要と
思われる。これらのことは、中核教員研修や中
核教員の不安軽減のためだけでなく、しいては
他の教員の不安軽減にもなるといえる。
４．校内研修
4.1 校内研修の経緯と概略
中央研修、中核教員研修に続く、外国語活動
の現場での周知徹底と実施可能とするための校
内研修は、その後の教育現場での外国語活動に
直接影響を与えるたいへん重要なものである。
文部科学省の当初の計画では、2008（平成
20）・2009（平成21）年度の２年間に行うと
されていたが、実際には、全面実施となる
2011（平成23）年度に向けてその前の２年間
である2009（平成21）・2010（平成22）年度
に合計30時間行う学校が多数を占める。
新潟県立教育センターによる、2007（平成
19）年度における新潟県内全県の小学校を対象
にした「小学校英語活動についてのアンケート
調査（報告）」［23］によると、「校内研修会の
実施状況」は「実施した」が19％、「実施して
いない」が81％となっている。２年前の調査と
はいえ、総合学習における英語活動は行われて
いた学校が多い状況の中でのこの結果は、実施
していない小学校の多さを改めて示している。
研修の進捗が遅れていたことに加え、状況の
変化も大きい。2009（平成21）年４月には、
全国の小学校で５・６年生に対して「英語ノー
ト」が一斉に配布され、既に各小学校に配布済
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みであった「小学校外国語活動研修ガイドブッ
ク」に加えて電子教材等の研修教材も増えた。
移行措置期間として外国語活動が全国で急激に
活発となっており、より具体的な研修が行われ
つつある。
校内研修が中央研修や中核教員研修と異なる
ところは、各小学校の実情に合わせて研修内容
を決めることができる点にある。必ず伝えるべ
き内容は当然あるが、学校毎に研修計画を立て
ることができる。中核教員研修の内容をそのま
ま伝達することだけを考えるのではなく、実態
に合わせて内容を調整して研修内容を決定すべ
きである。しかし、このことは利点でもあるが、
同時に難しい面や注意すべき点も含まれている
ため注意が必要である。
4.2 教育委員会の指針
（1）北海道の例
北海道教育委員会は、2009（平成21）年６
月、「小学校外国語活動の充実のために　～指
導力の向上を目指す校内研修の実施～」［24］
を作成し、ウェブサイトでも公開している。 現
職教員研修（校内研修）の趣旨・対象等、現職
教員研修の内容（授業指導力向上と英語運用能
力向上）、校内研修の計画のポイントの説明に
加えて、研修内容の例が挙げられている。
校内研修の具体的な計画例について２種類あ
げられており、朝の打合せに研修を位置付けた
例ならびに夏季休暇中に研修を位置付けた公開
研修計画の２種類が挙げられている。巻末には
参考文献等がまとめられている。
（2）岩手県の例
岩手県立総合教育センター教科領域教育担当
が行った研究［25］によると、自県を分析した
結果、「取組内容に相当のばらつきが見られ、
学年の発達段階等に配慮した指導目標や指導内
容、評価計画等を明確に位置付けたカリキュラ
ムを基に実施しているとはいえない状況」とし、
先進校の成果と課題が十分に分析・共有されて
おらず、授業の進め方や指導法は、手探りで進
められているとしている。その理由として、
「指導者が身に付けるべき指導力の具体化や校
内研修への位置付け等，外国語活動の実践的指
導力を高めるための取組が十分に進んでいな
い」と分析している。この分析結果は、岩手県
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表10　北海道教育委員会現職教員研修（校内研修）内容例 
　　　分　類 
授業力向上研修の 
内容例 
 
 
 
 
 
 
 
 
英語運用能力向上 
研修の内容例 
　　　　　　 項　目 
外国語活動の在り方 
外国語活動の授業の実際 
 
 
TTでのコニュニケーション活動 
様々なコミュニケーション活動　 
外国語活動における教材・教具の工夫 
授業研究（指導案検討・授業参観） 
 
研修の成果と課題 
英語の発音練習 
クラスルーム・イングリッシュの練習 
　　　　　　　内　容 
中核教員や指導主事による説明 
中核教員による模擬授業・DVD視聴 
拠点校の授業参観 
拠点校教員や指導主事による模擬授業 
ALTと中核教員による模擬授業 
歌・チャンツ・ゲーム等 
教材・教具の工夫の在り方の理解と作成 
指導案検討・授業参観・授業後の研究協議） 
アンケートや協議による年間計画の見直し 
 
 
研修ガイドブックの活用 
注）ポイントを中心に筆者が編集して作成 
だけでなく多くの学校で見られる現状でもあ
り、重要な指摘であると考えられる。
その解決法として、まずモデルカリキュラム
を作成したのち、校内研修プログラムを作成す
る計画が立てられ、研究成果がまとめられた。
外国語活動における学級担任の役割を「学校で
作成した指導計画を基に，学級の実態に合う指
導案や教材等を作成する」以下７項目にまとめ、
小学校学級担任に求められる資質を「外国語活
動のねらいや指導方法について理解している。
児童と共に外国語活動を楽しんでいる。外国語
活動の授業改善についての見通しをもつことが
できる。」の３点としている。
校内研修のプログラムの要件としては、以下
の８要件が提示されている。（以下筆者が要約）
①校内組織の確立と研修計画の立案（校内ア
ンケートの実施と分析）
②小学校外国語活動の基本的な考え方
③自校カリキュラムの検討
④模範授業による外国語活動のイメージ化
⑤小学校外国語活動の指導方法
⑥マイクロティーチング
⑦授業研究会
⑧研修のまとめ
この要件はよく検討されたすぐれた要件であ
り、校内研修プログラムを考えるときのチェッ
クリストとして有用である。
4.3．校内研修の計画立案にあたって
岩手県が示した要件に沿って、校内研修を計
画立案するのが理想ではあるが、2009（平成
21）年度はすでに半ばを過ぎ、日々外国語活動
の授業も行われている。校内研修で研修すべき
内容は多義にわたるため、現実的には、2009
（平成21）年度は、中核教員研修の内容を確実
に伝達し、各教員がイメージをつかむことが重
要と考える。松川［12］の発表にあったとおり、
2009（平成21）年度は「趣旨等の周知」をし
て「イメージ化」をはかり、2010（平成22）
年度は「目標・内容を知って、試行」をして
「共有」し、全面実施される2011（平成23）年
度は「目標・内容を知って、具現」する計画が、
今現在現実的といえる。2010（平成22）年度
の校内研修に向けて、アンケート調査をして校
内の実態を分析したのち、綿密に研修計画を立
てるのがよいだろう。2011（平成23）年度以
降も同様である。外国語活動の授業を手探りで
行う中に、改善へ向けてのヒントがあり、それ
らを共有して問題解決へとつないでいくことが
必要であり、この作業は校内だけでなく中核教
員のネットワークでも行いたい。今後の市町村
の教育委員会のリーダーシップや支援が求めら
れる。
また、各市町村や各学校の実情をよく把握し、
反映する必要があることは言うまでもない。各
学校の教育目標にあった外国語活動における目
標とそれに伴うカリキュラムの構築（「英語ノ
ート」の内容の選択や配分を含む）、これまで
の英語活動の実績、今までのALTとの授業内容
と今後の派遣予定、各教員の経験や不安要素等、
校内研修だからこそできるテーラーメイドの研
修を各校で是非実現してもらいたい。
外部から講師を招くときは、学校の実情と今
回導入される外国語活動の趣旨をよく理解して
いる講師を選択することが必要である。総合学
習での英語活動の延長として考えるのではな
く、全く新しい教育活動である外国語活動とし
てふさわしい内容かどうかをまず見極めて頂き
たい。そうでないと、研修を受けた先生方に、
どうしたらよいか迷いが生じてしまうことがあ
るからである。今までALTや入札によって決ま
った民間会社のプログラムに頼ってきている場
合は、今後もその教育方法が外国語活動と合致
しているのかどうかをよく判断する必要があ
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る。
研修を進める上で、拠点校等の先進校の取組
みや成果を参考にすることは大変有効である。
「英語ノート」の作成に関しても研究開発校等
で長年積み重ねられた知見に基づいているとお
聞きしており、先進校もかつては手本とする例
のない中、現在多くの普通の小学校が経験して
いる同じ苦労を重ねてこられたであろうことは
容易に想像できる。しかしそれらの学校の中に
は、特別な条件の下で取組みが行われた場合も
あり、「特別な条件下にない、つまりそのため
の推進資源をとくに与えられていない公立学校
にとって、パイロット校の学校運営の取り組み
や成果・課題は即座に応用することはむずかし
く、少なくとも「直接的に」参考にすることは
できない。」［26］場合もある。また、完成され
たすばらしい授業を見て、参考にさせてもらう
以前に自らの現実とのギャップを感じてしまう
先生方もおられるかもしれない。まずは、でき
るところから、一歩ずつ踏み出せる、やってみ
ようと思える内容の校内研修を行うことが肝要
である。本格実施後にはまた必要に応じて、求
められる研修内容も変わっていくことと思われ
る。
4.4 校内研修に関するアンケート
（1）実施状況アンケート
校内研修の実施状況についてアンケートを行
い、愛知県内の８校の公立小学校の先生から回
答を得ることができた。調査日は2009年（平
成21）年９月であるため、今年度の校内研修は
今後行われる小学校もあると思われる。研修は
平均１回１時間程度で、今年度は半数の小学校
で行われており、昨年度に比べて回数が増えて
いるのがわかる。４回と回答のあった小学校の
中核教員は、昨年度まで拠点校で中心となって
外国語活動を推進してきた教員であり、今年度
転任した小学校でも中心となって推進してい
る。以下の項目以外に研修時間帯について回答
して頂いたが、学期末、夏休み中、春休み中、
毎週木曜日朝等それぞれの回答となっていた。
研修内容は、中核教員研修内容と同じ学校、
同じではないがバランス良く行われている学
校、クラスルームイングリッシュとゲーム・歌
のみの学校という結果であった。校内研修の内
容が予想以上に様々であるように感じた。中核
教員研修を受けて、学校の実態に合わせて検討
した結果の内容であるとは限らないようであ
る。記述欄の記入の中の今後の改善点には「高
学年担当教員はやらなければならないと思って
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表11　校内研修実施状況アンケート結果 
 
研修回数合計 
人数 
研修時間合計 
人数 
研修ガイドブックの使用 
人数 
ALTの出席 
人数 
校内研修以外の研修 
人数 
2008（平成20）年度 
0回 
５ 
0時間 
５ 
ある 
０ 
ある 
１ 
ある 
０ 
ない 
８ 
ない 
８ 
ない 
０ 
ある 
２ 
ある 
０ 
ある 
２ 
ない 
６ 
ない 
８ 
ない 
６ 
1回 
２ 
1時間 
２ 
2回 
１ 
2時間 
１ 
0回 
３ 
0時間 
３ 
1回 
３ 
1時間 
３ 
2回 
１ 
2時間 
１ 
3回 
０ 
3時間 
０ 
4回 
１ 
4時間 
１ 
2009（平成21）年度 
いるが、他の教師の中にやらなければという気
分が育っていない」「高学年以外の先生の意識
が低い」と回答があった。効果的な校内研修の
提案としては「全教師が１回は公開授業をする」
「マイクロティーチングをする」があった。
（2）研修内容希望アンケート
2009（平成21）年度校内研修の講師をお引
き受けしている小学校において、校内研修を今
年度３回実施する予定となっているため、研修
ガイドブックの内容に沿って研修内容の希望調
査を行った。理論編の内容を中心に理論的な研
修は希望が少なく、自分としてはまだこれから
勉強する段階の項目であっても、校内研修で扱
う必要がないという回答も複数あった。実践的
な研修の希望が圧倒的に強いことがわかる。
外国語活動に慣れていない段階では、より実
践的な研修を受けて、とにかく授業を行うこと
ができるようにすることが、先生方の不安を減
らし、自信につながると考えられる。今後授業
の流れもでき、より活動の内容を検討する余裕
ができれば、理論編にあたる研修内容や、英語
力向上につながる研修希望も増えてくるのでは
ないかと思われる。今後は研修内容の柔軟な変
更や対応が必要になるだろう。
５．おわりに
今回の小学校における外国語活動導入は、今
までの英語活動の延長でなく、いわば仕切り直
しでもある。児童英語や英会話を中心に進めて
きている場合は特に方針転換が必要である。新
しい出発点に立って、新しい教育活動が始まろ
うとしているのである。前例のない未知の領域
であり、目標どおりの到達点に達することがで
きるかどうかはまだわからない。具体的な指導
を考えるとき、いくつかの疑問や不安があるの
も否定できず、今のままではギャップが大きす
ぎる中学英語への接続も大きな問題である。小
学校外国語活動には、今後さらなる問題点も出
てくるであろうが、同時にさらなる改善点や新
しい指導法も生まれてくるに違いない。子ども
たちにとって本当に必要なものを外国語活動を
とおして数多く生み出し、体験させたいもので
ある。
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